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1. はじめに 

近年 LSI 設計において要求されている設計期間の短縮を

実現するための手法として、高級言語からのプロセッサ自

動生成システムが提案されている[1]。また、従来のシング

ルプロセッサでの命令レベル並列による性能向上は限界が

見え始めており近年はマルチプロセッサを用いたスレッド

レベル並列による性能向上が一般的になっている[2]。これ

に対して、目的のアプリケーションプログラムからスレッ

ドレベル並列性を抽出し、それを効率的に利用できるプロ

セッサの個数を導出する自動生成手法が提案されている[3]。 

本稿では、回路規模と実行時間を制約条件とし、さらに

プロセッサの個数に加え実装する演算器の種類を可変要素

としたマルチプロセッサの自動生成手法を提案する。 

2. 従来手法 

従来手法[3]は、並列化コンパイラと構成決定アプリケー

ションから成る。はじめに、高級言語で記述されたアプリ

ケーションプログラムを並列化コンパイラにより並列化す

る。並列化コンパイラではループ分割による並列化が行わ

れ、スレッドごとのアセンブラコードが出力される。続い

てアセンブラコードは構成決定アプリケーションに入力さ

れる。構造決定アプリケーションでは、シミュレーション

によりプロセッサ数を増加させた際の性能効率を求め、与

えられた制約条件を満たすプロセッサの個数を導出する。

そして、HDLで記述された単体のプロセッサを組み合わせ、

導出された個数のプロセッサを持つマルチプロセッサを生

成する。 

3. 提案手法 

本提案手法では、前節で示した従来手法の「構成決定ア

プリケーション」に対して以下の変更を行う。並列化コン

パイラについては従来手法と同様とする。 

3.1  制約条件の変更 

従来手法では、プロセッサ構成決定のための制約条件と

して性能効率のみを用いていた。しかし、実際に LSI を設

計する際は回路規模に制限がある。また、一般的にハード

ウェアコストと性能はトレードオフの関係にある。そのた

め、本手法では回路規模と実行時間を制約条件として用い

る。実行時間 は式(1)により定義される。 

                  (1) 

式(1)において、  はプログラムの実行に要するクロックサ

イクル数、     は回路の最大遅延時間(動作クロック周波

数の逆数)である。 

 

 

 

 

3.2 演算器の可変要素化 

従来手法ではプロセッサの個数のみが可変要素であった。

目的のアプリケーションプログラムに応じて実装する演算

器の種類を選択することで、より効率的なプロセッサの生

成が可能となる。よって、本手法ではプロセッサに実装す

る演算器も可変要素とする。ベースプロセッサには整数加

減算や論理演算といった基本的な演算を行う演算器のみを

実装しておき、それ以外の演算器は必要に応じて実装する。

実装されなかった演算器を用いる演算命令は、基本的な演

算の組み合わせで代用する。 

3.3 プロセッサ構成導出手順 

プロセッサ数や使用可能な演算器の組み合わせ全てに対

して論理合成やシミュレーションによる評価を行うには多

大な時間を要する。そのため、本手法ではあらかじめいく

つかのシミュレーションと論理合成により求めた情報を用

い、理論的な数値の計算を行うことにより回路規模および

実行時間を見積もる。プロセッサ構成導出のフローチャー

トを図 1に示す。 
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3.3.1  プロセッサ構成見積もりのための情報取得 

この手順では、プロセッサ構成の見積もりに必要な情報

を取得する。表 1に、項目と取得方法を示す。 

表 1: プロセッサ構成見積もりのために必要な情報と 

その取得方法 

項目 取得方法 

基本命令以外の 

使用命令 

アセンブリコード

の解析 

各構成要素の 

回路規模と遅延時間 
論理合成 

プロセッサ数の変化による 

実行クロックサイクル数 

HDL 

シミュレーション 

個々の追加実装演算器使用による 

実行クロックサイクル数 

HDL 

シミュレーション 

図 1: プロセッサ構成導出のフローチャート 
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3.3.2   制約条件を満たすプロセッサ構成の見積もり 

前項の手順により取得した情報を元に、数値の計算によ

り制約条件を満たすプロセッサ構成の見積もりを行う。プ

ロセッサの個数の最大値は、その回路規模が制約条件を超

えない範囲とする。また、使用可能な演算器の組み合わせ

全てについて見積もりを行う。 

・ 回路規模の見積もり 

プロセッサの回路規模は各構成要素(ベースプロセッサ・

バス調停回路・追加実装演算器)の回路規模の総和とする。 

・実行時間の見積もり 

構成 のプロセッサにおけるプログラムの実行時間 T(X)

は、式(2)により求める実行クロックサイクル数 CC(X)と、

式(3)により求める回路の最大遅延時間     ( )を用いて式

(1)により求める。 

         ( )    ( )   

                        ∑ { ( )  
 ( )

 
 (   ( ))   ( )}                (2) 

            ( )  
              (     (    )      (       )      ( ))  (3)  

ここで、 はプロセッサの個数、  ( )はベースプロセッサ

N 個で実行した際のクロックサイクル数、 は追加実装する

演算器  の集合、 ( )は個々の演算器 を用いる演算命令が並

列化された部分で出現する割合、 ( )は個々の演算器 の使

用により削減されたクロックサイクル数である。また、

DELAY(I)は追加実装する演算器の最大の遅延時間である。 

3.3.3  プロセッサ生成と性能評価 

前項の手順により導出された構成の候補を一つ選び、実

際に制約条件を満たしているかを評価する。回路規模は論

理合成により求める。また、実行時間は論理合成により求

まった回路の遅延時間とHDLシミュレーションによる実行

クロックサイクル数を用いて求める。制約条件を満たして

いる場合はその構成を決定して終了する。満たしていない

場合は他の候補を用い同様の手順を実行する。 

4. 実験 

画像フィルタ処理(8近傍)を行うプログラムを対象アプリ

ケーションプログラムとし、複数の制約条件を仮定して提

案手法の検証実験を行った。全てのハードウェア構成要素

は VerilogHDLを用いて記述した。回路規模評価の尺度には

FPGA(Altera CycloneIII EP3C40F780C6)へプロセッサの回路

を実装した際の使用 LE 数を用いた。ベースプロセッサは

MIPSベースの RISCプロセッサであり、乗算・減算・比較・

論理演算を行うための演算器を備えている。表 2 に、本実

験で使用可能な追加実装演算器を示す。 

表 2: 使用可能な追加実装演算器 

i 演算器の種類 対象演算 

1 左バレルシフタ 論理左シフト 

2 32CLK逐次型乗算器 

整数乗算 
3 1CLK 配列型乗算器 

4 2CLK配列型乗算器 

5 4CLK 配列型乗算器 

4.1 実験 1: 回路規模制約=8000[LEs], 時間制約=5[ms] 

上記条件において提案手法により制約条件を満たすプロ

セッサ構成を見積もった結果、計 6通りの構成が導出さ 

れた。表 3 に、導出された構成のうち回路規模が最小であ

るものと実行時間が最小であるものを示す。表 3 に示した

見積もり結果について、論理合成および HDLシミュレーシ

ョンを行い求めた回路規模および実行時間を表 4に示す。 

表 4 より、見積もられた双方の構成が実際に回路規模およ

び実行時間の制約条件を満たしていることがわかる。 

表 3:  実験 1におけるプロセッサ構成見積もり結果 

 プロセッサ

数 

追加実装 

演算器 i 

回路規模 

[LEs] 

実行時間 

[ms] 

回路規模

最小 
1 1, 4 5044 4.33 

実行時間 

最小 
3 (none) 7957 2.21 

表 4:  実験 1におけるプロセッサの回路規模・実行時間 

 回路規模 [LEs] 実行時間 [ms] 

回路規模最小 5042 4.81 

実行時間最小 7970 2.53 

4.2 実験 2: 回路規模制約=24000[LEs],時間制約=1[ms] 

上記条件において提案手法により制約条件を満たすプロ

セッサ構成を見積もった結果、表 5 に示す 1 通りの構成が

導出された。表 5 に示した見積もり結果について、論理合

成およびHDLシミュレーションを行い求めた回路規模およ

び実行時間を表 6 に示す。表 6 より、見積もられた構成が

実際に回路規模および実行時間の制約条件を満たしている

ことがわかる。 

表 5: 実験 2におけるプロセッサ構成見積もり結果 

プロセッサ数 

追加実装 

演算器 i 

回路規模 

[LEs] 

実行時間 

[ms] 

8 1 22483 0.94 

表 6: 実験 2におけるプロセッサの回路規模・実行時間 

回路規模 [LEs] 実行時間 [ms] 

22685 0.92 

5. 結論 

本稿では、目的のアプリケーションプログラムの時間制

約とプロセッサの実装に要する回路規模制約を満たすマル

チプロセッサシステムの構成を導出する手法を提案した。

そして、検証実験により提案手法の有効性を示した。 

今後の課題として、実行時間をより正確に見積もる必要

がある。また、他のアプリケーションプログラムに対して

本手法が汎用的に適用可能であるかを検証する必要もある。 
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